
共通事項

・電子申請システムについて
・サービス提供体制確保事業について
・物価高騰緊急対策事業について
・長崎県高齢者施設感染症対応研修Q＆Aについて
・BCP（業務継続計画）の策定について



厚生労働省が、介護サービスに係る指定及び報酬請求（加算届出を含む。）等に関連する申請届出について、介
護事業者が全ての地方公共団体に対して所要の申請届出を簡易に行うことができるよう、「電子申請届出システム
（以下、本システム）」を令和4年度途中から提供開始したことに伴い、本県でも令和6年4月から本システムを運
用開始する予定です。

令和6年度～介護事業所の指定申請等の
「電子申請届出システム」を運用開始します！

◆介護事業所及び指定権者双方の負担軽減

につながります。

 オンライン上の申請届出
により、郵送や持参等の
手間が削減されます。

 複数の申請届出を本シス
テム上で行うことができ
ます。

 一つの電子ファイルを複
数の申請届出で活用でき
ます。

 以上、削減できた手間や
時間を、サービスの質の
向上に活用できます。

介護事業所側

◆本システム利用時の画面イメージ
※運用開始後の実際の画面とは多少異なる場合があります。



本県では、介護サービスに係る指定及び報酬請求（加算届出を含む）に関連する指定届出について、厚生労働省が開発
している「電子申請届出システム」からの電子申請届出の受付を、令和6 年4月1日（予定）から開始します。本システ
ム上では、「新規指定申請」・「変更届出」・「更新申請」・「その他申請届出（「廃止・休止・再開届出書」、「指定
辞退届出書」等）」に加え、「加算に関する届出」等を行うことが可能です。パソコン画面上で様式・付表（一部、対
象外の様式あり）の入力ができるとともに、添付書類もシステム上で一緒に提出することができるため、介護事業所側の
申請届出のための業務負担が大きく削減されることが期待されます。申請届出の際には、原則、本システムをご活用い
ただきますようお願いいたします。

１．概要・目的

・これまでも県への事前相談を求めている「新規指定申請」については、本システム運用開始後も、従来通りの事前相談
が必要です。
・電子申請の運用開始に伴い、これまで手数料を証紙にて徴収していたものについて、それ以外の方法（キャッシュレス
や金融機関・コンビニでの納付済証付き納付書による納付等）へと順次移行していく予定です。
・県内各市町が指定権者であるサービス種別についての本システムの運用開始時期や、受け付ける届出の種類については、
各市町の判断によりますので、各市町からの案内をお待ちください。

２．留意事項

利用方法（手数料徴収方法含む）等の詳細につきましては、令和5年12月中を目途に事業者の皆様へご案内いたしま
す。また、資料等は県ホームページ上にも掲載いたします。

３．利用方法、詳細等



緊急時介護人材確保・職場環境復旧等支援事業
〇介護サービスは、要介護高齢者等やその家族の日常生活の維持にとって必要不可欠なものであるため、
・新型コロナウイルス感染症の感染等によりサービス提供に必要な職員が不足した場合でもサービスの継続が求められること
・高齢者の密集を避けるため通所サービスが通常の形で実施できない場合でも代替サービスの提供が求められること
から、新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介護人材を確保するとともに、介護に従事する者が安心・安全
に業務を行うことができるよう感染症が発生した施設等の職場環境の復旧・改善を支援する。

新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等の
サービス提供体制確保事業について(地域医療介護総合確保基金) (長崎県作成)

１.事業の目的

【助成対象事業所】
①新型コロナウイルス感染者が発生又は感染者と接触があった者(感染者と同居している場合に限る)に対応した介護サービス事業所・施設等
②新型コロナウイルス感染症の流行に伴い居宅でサービスを提供する通所系サービス事業所
③感染者が発生した施設等の利用者の受け入れ及び応援職員の派遣を行う事業所【連携支援】
【対象経費】(令和3年度から令和4年度において、主に申請のあったものを掲載)
①衛生用品の購入費用(コロナ対応期間に在庫の不足が見込まれ、かつ、使用したものに限る)※備蓄用の衛生用品は補助対象外となります。
②コロナ対応期間における職員の時間外勤務の残業代・レッドゾーン対応職員等における危険手当
③施設内療養費(療養日数1日につき、1万円～2万円(※))※1日の療養者数の状況により単価が異なります。
その他：実施要綱内を確認いただき、申請いただきますようお願いいたします。

２.事業の概要

①基準額について
令和5年度においては、施設内療養の補助を除いた金額にて基準額と比較し、超えた場合には例年通り、個別協議(県を介しての国への承認依頼)が必要となります。
(例)定員50名の介護老人福祉施設(基準単価：1,900千円)
■令和4年度 ■令和5年度
衛生用品・危険手当等→1,000千円 衛生用品・危険手当等→1,000千円
施設内療養費→1,500千円 計2,500千円>1,900千円のため、個別協議必要 施設内療養費→1,500千円 計2,500千円(療養除き:1,000千円)<1,900千円のため、協議不要

②施設内療養補助について
令和5年5月8日以降については、令和5年4月末に実施をした『医療機関との連携等に関する調査』の回答がすべて『〇』もしくは『△』の事業所のみが補助対象となります。
内容…協力医療機関の確保、研修・訓練の実施、ワクチン接種の状況等に関する調査

３.昨年度からの主な変更点



①衛生用品を申請する場合
https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2023/02/1675302190.xlsx

②時間外勤務手当(残業代)・危険手当等を申請する場合

https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2023/03/1678926828.xlsx

③施設内療養費を申請する場合

https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2023/02/1675302231.xlsx

長寿社会課 施設・介護サービス班宛に郵送にて提出

※個別協議の場合には、個別協議書(エクセル)のみ別途メールでも提出

(メール送付先:ide.h0714@pref.nagasaki.lg.jp)

４.提出期限

５.添付書類

６.提出方法

【任意様式】請求書、領収書等整理票(サービス提供体制確保事業)

事業所名

事業所番号

コロナ対応期間 9月1日 ～ 9月22日

番号
領収書に当該

番号を付して

ください。

発注・納品

年月日

請求書

年月日

領収金額

単位：円

① 9月11日 21,800

② 9月13日 128,000

③ 9月13日 4,800

④ 9月18日 11,920

⑤ 9月21日 281,500

使い捨て食器類

使い捨て手袋 100枚入り×30セット

消毒液　500ml×10本

例)特養ナガサキ

42751000011

領収書の内容

マスク　50P×7個

アイソレーションガウン　20枚×20セット

割増賃金・手当の支給明細

（単位：円）

支給日 該当勤務時間 金額 支給日 単価/1日 金額

井手　晴之 R5.10.20 32時間 41,248 R5.10.20 3,000 15,000 9/1~9/22

小柳　太貴 R5.10.20 18時間 27,360 R5.10.20 5,000 50,000 9/1~9/22

平澤　直 R5.10.20 60時間 67,200 R5.10.20 3,000 36,000 9/1~9/22

西村　拓也 R5.10.20 25時間 23,125 R5.10.20 5,000 30,000 9/1~9/22

役職名 氏名
時間外手当 危険手当

対象期間

事業所番号 42751000011

事業所・施設の名称 例) 特養ナガサキ

提供サービス 介護老人福祉施設

【必読ください】※黄色の網かけ部分について

〇時間外勤務手当については、該当の時間外勤務時間を記載ください。

〇危険手当等については、1日単価もしくは、1時間単価等の支給要件を記載ください。

※確認後、こちらのコメントは削除もしくは枠外に外して入力作業をお願いいたします。

【記載例】施設内療養整理票(サービス提供体制確保事業)

サービス種別

定員数(C3に入力) 50 5

【事業所名】

陽性期間 9/1 9/2 9/3 9/4 9/5 9/6 9/7 9/8 9/9 9/10 9/11 9/12 9/13 9/14 9/15 9/16 9/17 施設内療養日数

療養者名簿 0

A：浜口　毅丸 陽性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

B：井上　浩一 陽性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

C：大久保　亘 陽性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

D：伊藤　あゆ 陽性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

E：宮崎　知己 陽性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 11

施設内療養日数 0 2 2 5 5 5 5 5 5 5 5 4 3 3 0 0 0 55

施設内療養費計 0 2 2 10 10 10 10 10 10 10 10 4 3 3 0 0 0 94

※陽性でなく発症日においても、事業所側が施設内療養の対応をされている場合は、その日数を施設内療養日としてカウントください。

※事業所内で初めて陽性者が出た日については、隔離対応等の準備が整っていないことから、施設内療養日数としてカウントしません。

介護老人福祉施設

①衛生用品申請時の添付書類 ＋各種領収書もしくは請求書(※各領収書等にも番号を振ること)

②時間外勤務時の添付書類 追加添付書類不要(賃金台帳等は不要です。)

③施設内療養申請時の添付書類 追加添付書類 施設内療養チェックリストのみ



令和5年度介護・障害福祉サービス施設等物価高騰緊急支援事業の概要について

１．事業内容

物価高騰の影響による負担軽減を図るため、利用者への価格転嫁が困難な施設を運営する事業 者へ高騰分の一部を支援

２．対象施設

県内に所在する下記の施設（市町所管も含む）

①介護保険の対象施設として介護サービスを行う入所系、通所系、訪問系の事業所

※詳細はホームページを参照してください。
②養護老人ホーム、軽費老人ホーム

３．内容

施設系、通所系、訪問系ごとに定額単価方式で支援

入所系 1.2万円／定員 通所系 14万円／事業所 訪問系 5万円／事業所
４．ホームページ掲載先

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/hukushi-hoken/koreisha/jigyousya-oshirase/bukkakoutou/
５．申請方法 長崎県電子申請システムから申請書を提出してください。 ※原則、郵送では受け付けておりません。
６．申請期間 令和５年７月１８日（火）～ 令和５年９月１５日（金）



（共通事項）
長崎県高齢者施設感染症対応研修におけるQ＆Aについて

【県HP掲載場所】
分類で探す ＞ 福祉・保健 ＞ 高齢者・介護保険 ＞ 長寿社会課から事業者の皆様へのお知らせ
＞ 長崎県高齢者施設感染症対応研修におけるQ＆A
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こ 成 総 第 １ ８ 号 

こ 支 総 第 ９ 号 

健発０４２８第３号 

生食発０４２８第８号 

社援発０４２８第１８号 

障発０４２８第１号 

老発０４２８第９号 

令和５年４月２８日 

 

  都道府県知事 

  指定都市市長 

各  中核市市長  殿  

  保健所政令市市長 

  特別区区長 

 

こ ど も 家 庭 庁 成 育 局 長 

こ ど も 家 庭 庁 支 援 局 長 

厚 生 労 働 省 健 康 局 長 

厚生労働省大臣官房生活衛生・食品安全審議官 

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

（  公  印  省  略  ） 

 

 

「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」の一部改正に

ついて 

 

社会福祉施設等において感染症等が発生した時の報告については、「社会福

祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」(平成 17 年２月 22 日

付け健発第 0222002 号、薬食発第 0222001 号、雇児発第 0222001 号、社援発第

0222002 号、老発第 0222001 号厚生労働省健康局長、厚生労働省医薬食品局長、

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、厚生労働省社会・援護局長、厚生労働省

老健局長通知)によることとしていますが、今般、当該通知を別添のとおり改

正することとしたので、ご了知いただくとともに、関係機関等へ周知いただき、

その実施に遺漏なきようお願いいたします。 

なお、新型コロナウイルス感染症（COVID－19）については、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号）第 44

条の２第３項の規定に基づき、厚生労働大臣から、令和５年５月７日をもって

同法の新型インフルエンザ等感染症と認められなくなる旨が公表され、これに

伴い、同月８日に同法の５類感染症に位置付けられることとなったところです
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が、それ以降も、引き続き当該通知における「感染症」には、新型コロナウイ

ルス感染症が含まれる旨申し添えます。 

（主な改正箇所は太字下線） 

Administrator
ハイライト表示



 

健 発 第 0222002 号 

薬食発第 0222001 号 

雇児発第 0222001 号 

社援発第 0222002 号 

老 発 第 0222001 号 

平成 17 年２月 22 日 

 

  都道府県知事 

  指定都市市長 

各  中核市市長  殿  

  保健所政令市市長 

  特別区区長 

 

厚 生 労 働 省 健 康 局 長 

厚 生 労 働 省 医 薬 食 品 局 長 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 

厚生労働省社会・援護局長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

 

社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について 

 

高齢者、乳幼児、障害者等が集団で生活又は利用する社会福祉施設及び介護老

人保健施設等（その範囲は別紙のとおり。以下「社会福祉施設等」という。）に

おいては、感染症等の発生時における迅速で適切な対応が特に求められる。 

今般、下記により、社会福祉施設等において衛生管理の強化を図るとともに、

市町村等の社会福祉施設等主管部局への報告を求め、併せて保健所へ報告する

ことを求めることとしたので、管内市町村及び管内社会福祉施設等に対して、下

記の留意事項の周知徹底を図っていただくようお願いする。 

また、下記の取扱いに当たっては、公衆衛生関係法規を遵守しつつ、民生主管

部局と衛生主管部局が連携して対応することが重要であることから、関係部局

に周知方よろしくお願いする。 

  



 

記 

 

1. 社会福祉施設等においては、職員が利用者の健康管理上、感染症や食中毒を

疑ったときは、速やかに施設長に報告する体制を整えるとともに、施設長は

必要な指示を行うこと。 

 

2. 社会福祉施設等の医師及び看護職員は、感染症若しくは食中毒の発生又はそ

れが疑われる状況が生じたときは、施設内において速やかな対応を行わなけ

ればならないこと。 

 また、社会福祉施設等の医師、看護職員その他の職員は、有症者の状態に

応じ、協力病院を始めとする地域の医療機関等との連携を図るなど適切な措

置を講ずること。 

 

3. 社会福祉施設等においては、感染症若しくは食中毒の発生又はそれが疑われ

る状況が生じたときの有症者の状況やそれぞれに講じた措置等を記録する

こと。 

 

4. 社会福祉施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市町村等の社会福

祉施設等主管部局に迅速に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症状、

対応状況等を報告するとともに、併せて保健所に報告し、指示を求めるなど

の措置を講ずること。 

ア. 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又

は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合 

イ. 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が 10 名以上

又は全利用者の半数以上発生した場合 

ウ. ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等

の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合 

 

5. ４の報告を行った社会福祉施設等においては、その原因の究明に資するため、

当該患者の診察医等と連携の上、血液、便、吐物等の検体を確保するよう努

めること。 

 

6. ４の報告を受けた保健所においては、必要に応じて感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症

法」という ）第 15 条に基づく積極的疫学調査又は食品衛生法（昭和 22 年

法律第 233 号）第 63 条に基づく調査若しくは感染症若しくは食中毒のまん



 

延を防止するために必要な衛生上の指導を行うとともに、都道府県等を通じ

て、その結果を厚生労働省に報告すること。 

 

7. ４の報告を受けた市町村等の社会福祉施設等主管部局と保健所は、当該社会

福祉施設等に関する情報交換を行うこと。 

 

8. 社会福祉施設等においては、日頃から、感染症又は食中毒の発生又はまん延

を防止する観点から、職員の健康管理を徹底し、職員や来訪者の健康状態に

よっては利用者との接触を制限する等の措置を講ずるとともに、職員及び利

用者に対して手洗いやうがいを励行するなど衛生教育の徹底を図ること。ま

た、職員を対象として衛生管理に関する研修を定期的に行うこと。 

 

9. なお、医師が、感染症法又は食品衛生法の届出基準に該当する患者又はその

疑いのある者を診断した場合には、これらの法律に基づき保健所等への届出

を行う必要があるので、留意すること。 

 

 

  



 

別  紙 

 

対象となる社会福祉施設等 

 

【介護・老人福祉関係施設】 

○ 養護老人ホーム 

○ 特別養護老人ホーム 

○ 軽費老人ホーム 

○ 老人デイサービス事業を行う事業所、老人デイサービスセンター 

○ 老人短期入所事業を行う事業所、老人短期入所施設 

○ 小規模多機能型居宅介護事業を行う事業所 

○ 老人福祉センター 

○ 認知症グループホーム 

○ 生活支援ハウス 

○ 有料老人ホーム 

○ サービス付き高齢者向け住宅 

○ 介護老人保健施設 

○ 看護小規模多機能型居宅介護事業を行う事業所 

○ 介護医療院 

 

【保護施設】 

○ 救護施設 

○ 更生施設 

○ 授産施設 

○ 宿所提供施設 

 

【ホームレス関係施設】 

○ ホームレス自立支援センター 

○  緊急一時宿泊施設 

 

【その他施設】 

○ 社会事業授産施設 

○ 無料低額宿泊所（日常生活支援住居施設含む） 

○ 隣保館 

○ 生活館 

 



 

【児童・婦人関係施設等】   

○ 助産施設 

○ 乳児院 

○ 母子生活支援施設 

○ 保育所 

○ 認定こども園 

※ 幼保連携型・幼稚園型については、学校保健安全法第 18条（保健所との連絡）

等の規定にも留意すること。 

○ 児童厚生施設 

○ 児童養護施設 

○ 児童心理治療施設 

○ 児童自立支援施設 

○ 児童家庭支援センター 

○ 児童相談所一時保護所 

○ 婦人保護施設 

○ 婦人相談所一時保護所 

 

【障害関係施設】 

○ 障害福祉サービス事業所（訪問系サービスのみを提供する事業所を除く） 

○ 障害者支援施設 

○ 福祉ホーム 

○ 障害児入所施設 

○ 児童発達支援センター 

○ 障害児通所支援事業所 

○ 身体障害者社会参加支援施設 

○ 地域活動支援センター 

○ 盲人ホーム 
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○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から、
全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）
の実施等を義務づける。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。【省令改正】

概要

１．② 業務継続に向けた取組の強化

（参考）介護施設・事業所における業務継続計画（BCP）ガイドラインについて

【全サービス★】

Administrator
スタンプ

Administrator
スタンプ





BCP作成研修会のご案内
WEB開催
各日程

先着1,000名

2023年度

【2024年3月のBCP作成義務化期限に向け、リスク別・事業所別に作成セミナーを実施】

介護事業者の皆さまに大変好評いただいている弊社オリジナルのBCPひな型「BCP作成キットNEO」
を用いた作成研修会です。
10月以降の応用編では、災害時の事例を踏まえながら、より実践に近い形で作成されたBCPの見
直しをしていただくためのポイントを中心にお伝えします。

無料セミナー

日時 対象 内容

10月25日 水 14:00～16:00 入所 自然災害編（風水害・地震） 応用編

11月22日 水 14:00～16:00 訪問 自然災害編（風水害・地震） 応用編

12月20日 水 14:00～16:00 通所 自然災害編（風水害・地震） 応用編

1月24日 水 14:00～16:00 入所 感染症編 応用編

2月21日 水 14:00～16:00 通所・訪問 感染症編 応用編

3月18日 月
13:30～15:00 通所・訪問 BCP訓練セミナー

15:30~17:00 入所 BCP訓練セミナー

BCP訓練セミナーについて
6月に開催しました「BCP訓練対策セミナー」では、訓練の方法を中心にお伝えしましたが、3月の
セミナーでは、リスクを各事業所ごとで想定し、実際に机上訓練の時間を増やして行う予定です。

＊資料は開催1週間前目安にご登録いただいたアドレスにお送りいたします。

【講師】 株式会社CoAct （カブシキカイシャ コアクト） URL：https://coact1.jimdo.com/

代表取締役 渡嘉敷 唯之 氏

代理店・扱者名 担当者名 TEL メールアドレス

＊申込は裏面のURLまたは2次元コードよりお願いいたします。



＜お客様情報のお取り扱いについて＞

ご記入いただきました内容は、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社（関連会社・提携会社・代理店・扱者含む）からの各種商品・サービス

のご案内、及び各種情報提供・運営管理に活用させていただきますのでご了承ください。

【ZOOM登録フォームよりお申込みください】

10月25日
入所施設

風水害（応用）

11月22日
訪問事業所

自然災害（応用）

12月20日
通所事業所

自然災害（応用）

1月24日
入所施設

感染症（応用）

３月18日
BCP訓練セミナー

https://zoom.us/webinar/register/WN_n5urUW02SDW-

FM1I8W611g

https://zoom.us/webinar/register/WN_UswpKQrrT3-

rEQkqllfEqw

＊申込CD欄へは と入力下さい

https://zoom.us/webinar/register/WN_cZ5e3trnQI

G-9tKSLF17ow

https://zoom.us/webinar/register/WN_4V4m-E2-

TEKbQTURgwlgcQ

https://zoom.us/webinar/register/WN_54OBG

NzuQdKRRkxKY0PSoQ

https://zoom.us/webinar/register/WN_jiGr8c2-

SviRRIsaZ7DvLg

【通所・訪問】

https://zoom.us/webinar/register/WN_y4Wy

ePVzRguQwG145XUbMA

【入所】

2月21日
通所・訪問

感染症（応用）

・必要事項に入力していただきましたら【登録】を押してください。
＊視聴端末1 台につき1 つのメールアドレスが必要となり、複数の端末での視聴は出来ません。
・申込後、ご記入いただいたメールアドレスに「@zoom.us」より、登録確認メールが配信されます。
こちらのドメインからのメールを受け取れるよう変更をお願いします。登録完了ご案内のメールが届きましたら登録
完了となります。メールアドレスの間違いが増えております。登録後、しばらくしてご案内メールが届かない場合は、
メールアドレスが間違っている可能性がございます。その際は、再度ご登録をお願いいいたします。
・セミナー開始時刻の20分前よりログイン可能です。

https://zoom.us/webinar/register/WN_n5urUW02SDW-FM1I8W611g
https://zoom.us/webinar/register/WN_UswpKQrrT3-rEQkqllfEqw
https://zoom.us/webinar/register/WN_cZ5e3trnQIG-9tKSLF17ow
https://zoom.us/webinar/register/WN_4V4m-E2-TEKbQTURgwlgcQ
https://zoom.us/webinar/register/WN_54OBGNzuQdKRRkxKY0PSoQ
https://zoom.us/webinar/register/WN_jiGr8c2-SviRRIsaZ7DvLg
https://zoom.us/webinar/register/WN_y4WyePVzRguQwG145XUbMA
市場開発室介護T
ノート注釈
代理店コードを入力して配布ください
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